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（指定介護保険事業所の皆様へ） 
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川崎市介護相談員派遣事業について
Ｑ．「介護相談員」って何ですか？ 

Ａ．介護相談員とは、利用者から介護サービスに関する不満や不安等を聞き、問題解決に向けた手

助けをする、「利用者とサービス提供者との橋渡し役」です。 

 介護相談員派遣事業は地域支援事業の一環として位置づけられており、サービスの質の向上を

図ることを目的としています。 

【介護相談員派遣の流れ】

①派遣決定 
◆派遣の申出があった施設・事業所

（※）へ派遣する介護相談員を決定

します。 

◆訪問日程は、決定後、介護相談員と

調整をお願いします。

②施設等訪問 
◆介護相談員２名が利用者やご家族

の話をお聞きします。 

◆利用者等との会話以外、活動中に気

づくこともあります。 

◆訪問は月１回（２時間程度）、継続

して６か月程度訪問します。

訪問終了まで、 

②～④を繰り返します。 

③フィードバック
◆利用者から聴いた相談・要望等や、

介護相談員が活動中に気づいたこ

となどをお伝えします。 

◆内容によっては、他の施設等の取組

などを紹介・提案できることもあり

ます。

④改善・解消など 
◆介護相談員から③でフィードバッ

クした内容について、施設・事業所

内で周知や検討等をお願いします。 

◆次回訪問時に、検討結果などのお話

をお伺いすることもあります。

（※）現在、介護相談員の派遣は、①介護老人福祉施設、②介護老人保健施設、③認知症対応型共

同生活介護、④特定施設入居者生活介護、⑤小規模多機能型居宅介護、⑥住宅型有料老人ホー

ム等を対象としています。 

Ｑ．どんな話を聴いてくれるの？ 

Ａ．介護相談員は、市民の目線で気づいた点を施設に伝えるという役割を担っています。 

 また、利用者やご家族が日常的に感じている不安や不満をお聴きします。施設職員の相談に乗

ることもあります。ただし、利用者同士のトラブルや家族問題に関すること、遺言・財産処分に

関する相談には応じられません。

 利用者は、ちょっとした不安や不満でも、直接は言いにくいものです。

それを介護相談員が伝えることによって、施設にとって、より良いサー

ビスを提供するヒントにしていただくことが、この事業の目的です。 

派遣先の募集は、随時メールでお知らせしています。

皆様からのお申し出をお待ちしています！ 

↓川崎市介護相談員派遣事業に関するホームページはこちら↓ 

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-12-11-5-0-0-0-0-0.html 

-292-



83 

 介護相談員の受入れ調査の際に本事業の受入を希望しない理由として、よく聞

かれるご意見をご紹介します。 

生活相談員を配置しているので、必要性が感じられません。 

 生活相談員は、利用者の相談を聞く窓口でもあり、施設に欠かせない存在です。 

 相談の窓口という点においては、介護相談員の業務と重複するところもあると思いますが、介

護相談員は「将来、入所するならこんな施設がいいな。」というような市民の目線で、あくまで施

設職員でも、行政でもない第三者として訪問させていただいています。普段、施設の職員には言

いづらいような不安や疑問などを、利用者が話しやすい立場で聞かせていただくこと、ここに介

護相談員の意義があります。 

 また、外部の者が訪問することにより、職員の方々に普段とは違う緊張感を持っていただくこ

とができ、風通しの良い施設づくりの一助になれればと考えています。市民目線での「気づき」

や、他施設での取組の事例なども、是非参考にしてみてください。 

４０時間程度の研修では、利用者様とお話いただくのは不安です。 

 介護相談員養成研修においては、介護相談員の役割・意義、相談の受付方法のほかに、介護保

険制度の基礎知識、認知症の正しい理解などの幅広い講義があります。 

 ですが、あくまで市民目線で見て、聞いて、お話させていただくため、また、行政の指導等と

は異なるため、先入観を持たないよう、あえて介護報酬や施設基準等の専門知識は身に付けてい

ません。お気軽に当制度を御利用ください。 

傾聴ボランティアに来ていただいているので、 

利用者様の意見は反映させています。 

 傾聴ボランティアと介護相談員の両者は、ともにボランティアではありますが、それぞれ異な

る目的のもと、異なる手段で利用者へアプローチをしています。以下を御参照ください。 

【傾聴ボランティア】

 問題解決のアドバイスはせず、相手の話を受け止めて、話し手がさらに多くのことを話せる

ように聴くことにより、話し手が悩んでいることの整理がつくよう支援します。 

【介護相談員】

 サービスの向上が図れるよう、事実確認をした上でお聞きした内容や気づき

を施設へお伝えするとともに、改善につながる提案等を通して、個別具体的ひ

いては全体的な問題解決の支援を行います。 

介護相談員は、利用者と施設、行政との橋渡し役を担うなど、傾聴ボランティアとは異なる技

術を要する部分があるため、一定水準以上の研修が義務付けられています。 

 特性を御理解いただき、１つのツールとしてそれぞれを有効に活用していただければ幸いです。 

施設・事業所の皆様のご意見・疑問にお答えします！
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「  」 は 川 崎 市 の 介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業 の ホ ー ム ペ ー ジ の 該 当 箇 所 や 参 考 資

料 を 指 し て い ま す 。

１．川崎市介護予防・日常生活支援総合事業 

利用者アンケート調査について 

今後の本市介護予防・日常生活支援総合事業の事業運営のため、利用者

の皆様にアンケート調査を実施いたしました。  

（１）実施時期  

平成３０年３月２３日～平成３０年４月２７日  

（２）実施方法  

電話受付又はインターネット  

    ＊平成 29 年中の総合事業の訪問型サービス・通所型サービスの利

用者に「総合事業利用状況のお知らせ通知」を送付した際に、ア

ンケートへの協力依頼のチラシを添付。  

（３）回答状況  

回答数：６８５件  

 （内訳：電話５８１件、インターネット１０３件、その他１件）  

川崎市介護予防・日常生活支援総合事業
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（４）回答内容抜粋  

 問：サービス利用前と比べて健康状態はどうなりましたか？  

問：今のサービスに満足していますか？  

問：今後も同じサービスを利用したいと思いますか？  

5%

48%
42%

5%

非常によくなった よくなった

かわらない 悪くなった

14%

70%

13%

3%

非常に満足 満足 やや不満 不満

79%

16%

3% 2%

思う やや思う

あまり思わない 思わない

回答  回答数  ％  

非常によくなった  31人 4.5％

よくなった  331人 48.3％

かわらない  286人 41.8％

悪くなった  36人 5.3％

その他・無回答  1人 0.1％

回答  回答数  ％  

非常に満足している  99人 14.5％

満足している  479人 69.9％

やや不満  89人 13％

不満  18人 2.6％

回答  回答数  ％  

思う  542人 79.1％

やや思う  112人 16.4％

あまり思わない  20人 2.9％

思わない  10人 1.5％

無回答  1人 0.1％

「 非 常 に よ く な っ た 」 「 よ く な っ た 」 の

回 答 合 計 が 約 53％ で あ り 、 半 数 以 上 の 方

が 健 康 状 態の 改 善を 感 じ て いる 。  

「 非 常 に 満 足 」 「 満 足 」 の 回 答 合 計 が 約

84％ で あ り 、 ８ 割 以 上 の 方 が 今 の サ ー ビ

ス に 満 足 して い る。  

「 思 う 」 「 や や 思 う 」 の 回 答 合 計 が 95％

を 超 え て お り 、 大 部 分 の 方 が 同 じ サ ー ビ

ス を 今 後 も利 用 した い と 考 えて い る。  
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２．今後のスケジュールについて 

平成 30 年３月実施の介護報酬改定・制度改正説明会の際にお伝えした

とおり、本市の総合事業における新たな加算や単位数については、「国が

定める単価」の状況を踏まえ、平成 30 年 10 月施行を予定しています。  

現時点における改定を予定している内容については、平成 30 年 3 月実

施の介護報酬改定・制度改正説明会資料の「川崎市介護予防・日常生活支

援総合事業について」を御参照ください。川崎市ホームページの次のＵＲ

Ｌでも確認いただけます。ただし、今後の検討により内容に変更が生じる

ことをあらかじめ御了承ください。  

http://www.city.kawasaki.jp/350/cmsfiles/contents/0000068/68094 

/300313-14.pdf 

H30.
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

4月施行 ア
サービス提供責任者の

役割の明確化

ア
生活機能向上連携加算

の見直し

イ
同一建物等居住者に

サービス提供する場合の報酬

ウ
生活援助の担い手

の拡大

エ その他の予定事項

ア
機能訓練指導員の確保

の推進

イ
設備に係る共有の

明確化

ア
生活機能向上連携加算

の創設

イ 栄養改善の取組の推進

10月施行

予定
ア

介護職員処遇改善加算

の見直し

本市総合事業サービス等

関連実施要綱等の改正

サービスコード表・

単位数マスタの公表

訪

問

型

サ
ー

ビ

ス

介

護

予

防

訪

問

サ
ー

ビ

ス

10月施行

予定

通

所

型

サ
ー

ビ

ス

介

護

予

防

短

時

間

通

所

サ
ー

ビ

ス

介

護

予

防

通

所

サ
ー

ビ

ス

4月施行

10月施行

予定

共通

開始

開始

4月施行分の改正 10月施行予定分
の改正

改正

公表

事業者

向け

周知

開始

開始

改正

開始

開始
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（１）平成 30 年 10 月以降の新たな加算や単位数について  

平成 30 年 9 月中旬以降、川崎市のホームページに掲載します。  

（２）総合事業報酬改定説明会（訪問型サービス）の開催について  

「介護予防訪問サービス」については、多数の改定事項を予定してい

るため、平成 30 年 9 月中旬に「総合事業報酬改定説明会」の開催を予

定しています。対象は介護予防訪問サービス事業所、介護予防支援、地

域包括支援センターとなります。  

また、説明会詳細については、配信メール（かながわ福祉情報コミュ

ニティ及びメールニュースかわさき）にてお知らせします。  

（３）川崎市総合事業サービスコード単位数表マスタについて  

   平成 30 年 9 月下旬～ 10 月上旬頃に川崎市のホームページの次の場所

に掲載します。  

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-3- 

13-7-0-0-0-0.html 

こちらに掲載いたします。  
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３．介護予防短時間通所サービス（Ａ７）について

  川崎市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に伴い川崎市独自サービ

スである『介護予防短時間通所サービス (A7)』を創設し、平成３０年６月

時点で７事業所が実施中！

介護予防短時 間通所サービスの 指定手続きに係る 詳細については、 川崎

市総合事 業専 用ナ ビダイヤ ル（ 0570-040-114）ま でお 問い合わ せい ただ

くか、川崎市総合事業ホームページをご覧ください。  

＜ＵＲＬ＞ http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000074854.html

【介護予防短時間通所サービス案内チラシ（平成 29年度版）】  

４．かわさき暮らしサポーターの状況について 

川崎市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に伴い、生活援助特化型

の従事者になれる新たな資格『かわさき暮らしサポーター』を設定し、平

成３０年６月現在で１０法人が研修機関となっています。  

  研修機関の指 定手続きに係る詳 細については、川 崎市総合事業専用 ナビ

ダイヤル （ 0570-040-114）ま でお問 い合わせ いた だく か、川崎 市総 合事

業ホームページをご覧ください。  

 ＜ＵＲＬ＞  

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-3-13-11-0-0-0-0.html 
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５．川崎市介護予防・日常生活支援総合事業お問い合わせ先等 

◆  川崎市総合事業に関するお問い合わせ先 ０５７０－０４０－１１４

◆  受付時間  8： 30～ 17： 15 月～金曜日（祝日、 12/29～ 1/3を除く）  

『 川 崎 市 ト ッ プ ペ ー ジ 』 ⇒ 『 く ら し ・ 手 続 き 』 ⇒ 『 福 祉 ・ 介 護 』 ⇒ 『 高 齢

者・介護保険』⇒ 『介護保険制度』 ⇒『事業者入口』 ⇒『介護予防・日 常生

活支援総合事業』  

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-3-13-0-0-0-0-0.html 
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介護保険課給付係からのお知らせ 

1  制度改正に関する周知事項について 

（１）負担割合の見直し 

平成３０年８月から世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高 

める観点から、２割負担者のうち特に所得の高い方の負担割合が３割となります。

要介護・要支援認定及び事業対象者 

の判定を受けた方は、毎年７月中に負 

担割合が記された証（負担割合証）が 

交付されます。 

証に記載された利用者負担の割合 

を確認し請求事務を行ってください。 

負担割合

2割⇒３割

2割

１割

※　世帯構成によって金額が異なってきます。

※　具体的な基準は政令で定めることとなります。

合計所得金額

２２０万円以上
（年金収入等340万円以上）

１６０万円以上
（年金収入等280万円以上）

１６０万円未満
（年金収入等280万円未満）
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【参考】「請求明細書」記載例 

【ホームページ掲載場所】 

http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/ 

ＷＡＭＮＥＴトップページ⇒行政情報⇒介護⇒システム関連 

⇒国保連インターフェイス⇒介護保険事務処理システム変更に係る参考資料

（確定版）（平成30年 3月 30日） 

⇒Ⅲ 介護給付費請求書・明細書及びインターフェイス関係 資料４ 

【参考】「リーフレット」 
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（２）ケアプランの届出について 

介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数※１以上の訪問介

護（厚生労働大臣が定めるものに限る。※2以下この号において同じ。）を位置付ける場

合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な

理由を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならない。 

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第13条第18号の2） 

 訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12 年厚

生省告示第19号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の1 訪問介護の注３に

規定する生活援助が中心である指定訪問介護に限る。）の利用回数が統計的に見て通常

の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、利用者の自立支援・重度化防止や地

域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応じて是正を促していくこと

が適当である。このため、基準第 13 条第 18 号の 2 は、一定回数（基準第 13 条第

18 号の 2 により厚生労働大臣が定める回数をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を位

置付ける場合にその必要性を居宅サービス計画に記載するとともに、当該居宅サービス

計画を市町村に届け出なければならないことを規定するものである。届出にあたっては、

当該月において作成又は変更（軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画にうち一定

回数以上の訪問介護を位置付けたものについて、翌月の末日までに市町村に届け出るこ

ととする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅サービス計画とは、

当該月において利用者の同意を得て交付した居宅サービス計画を言う。 

なお、基準第 13条第 18号の 2については、平成 30年 10月 1 日より施行され

るため、同 10 月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行うこと。 

（指定居宅介護支援等の人員及び運営に関する基準について(7)⑲） 
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【厚生労働省告示第218号】 

※１：厚生労働大臣が定める回数 

※２：訪問介護（厚生労働大臣が定めるもの） 

生活援助（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する費用の額の算定に関す

る基準（平成12年厚生省告示第19号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の

訪問介護費注3に規定する生活援助をいう。）が中心である指定訪問介護 

届け出のあったケアプランについては、保険者（川崎市）によるケアプラン点検で検

証を実施し、必要に応じて、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用の観

点から、サービス内容の是正を促していく予定です。 

 川崎市への届け出にあたり、提出すべき書類等詳細が決まりましたら別途お知らせい

たします。 
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２  介護給付費請求にかかる返戻について 

（１）請求が返戻・保留・減額となった場合には、神奈川県国民健康保険団体連合会

（以下「連合会」という。）から通知がきます。 

（２）各通知の説明、返戻等の主な原因については、連合会が作成した「支払関係帳票

と返戻事由の解説」・「介護給付費請求の手引き」に記載されていますのでご確認くだ

さい。

※下記のホームページ参照 

（３）連合会の資料に加え、「よくある質問Ｑ＆Ａ」についてもご確認ください。 

※下記のホームページ参照 

（４）資料を確認の上、原因、対応方法が分からない場合は、連合会にお問合せください。  

電話番号 045－329－3445 

（５）連合会から、原因が市町村の管理する被保険者台帳等にあると案内された場合は、

川崎市健康福祉局介護保険課へお問合せください。 

（６）返戻の原因を修正し、正しい内容の請求明細書・給付管理票を提出してください。 

【市ホームページ掲載場所】

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』

⇒『介護保険制度』⇒『事業者入口』⇒『過誤・再審査申立』⇒ 

『介護給付費にかかる返戻について』 

（http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000062029.html） 

流れ 
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３  介護給付費請求にかかる取り下げについて 

 審査決定した介護給付費が誤っていた場合には、請求明細書を取下げする必要があ

ります。 

請求明細書を取下げるために、「介護給付費取下依頼書」を川崎市健康福祉局介護

保険課に【介護給付費取下依頼書の受付締切日】までに提出し、正しい内容の請求明細

書を連合会に提出してください。 

 給付管理票については、修正した内容を連合会に提出してください。 

提出方法：郵送又は来庁 

※来庁の場合は、土日祝日を除く 8:30～12:00、13:00～17:15 までとなります。 

 取下げ依頼書の記載誤りにより取下げができない場合があります。取下げ依頼をす

る際には必ず市ホームページに掲載の手引きや記入例をご確認ください。

【市ホームページ掲載場所】 

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒『高齢者・介護保険』

⇒『介護保険制度』⇒『ダウンロード』⇒『【事業者向け】介護給付費の取り下げ・返戻

関係』⇒『介護給付の取り下げ』 

（http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000017482.html） 

概要 

注意点 
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1 公表制度の権限移譲について 

当該制度は、介護保険法（115 条の 35 以下）に基づき、平成 18 年 4 月から都道府県において

開始され、専用のウェブサイト（国の情報公表システム）に事業所情報を事業者自らの責任において

公表することが義務付けられた。これにより、「利用者」が介護サービスや事業所・施設を比較・検

討して適切に選択できるようになること、また「事業者」においては、自らが提供する介護サービス

の内容や運営状況等に関して、利用者による適切な評価が行われ、より良い事業者が適切に選択され

るようになることを目的とした制度である。なお、利用者保護等の観点から、都道府県知事が必要と

認める場合は（もしくは計画等により）、当該情報の根拠となる事実を調査することができる。 

当該制度に係る事務・権限については、「地方自治法施行令の一部を改正する政令（平成３０年３

月２８日公布、４月１日施行）」により、道府県から指定都市に移譲されている。 

２ 公表・調査の対象事業所について

○介護サービス情報公表の対象となる事業所 

新規事業所：当該年度中に対象サービスについて新規指定を受けた事業所 

既存事業所：前年の介護報酬による収入が100万円を超える事業所 

○介護サービス情報の調査対象となる事業所 

新規事業所：当該年度に対象サービスについて新規指定を受けた事業所 

既存事業所：介護サービス情報公表の対象となる事業所の一部 

※新規指定の翌年度、翌々年度に実施。その後は、指定更新後の6年間のうち2回実施する。 

（平成 30年度の調査対象は、原則として、平成11、14、17、20、23、28、29、30年

度に新規指定を受けた事業所とする。） 

３ 公表・調査の手数料について 

○公表に係る手数料（１件につき）  5,000 円 

 ○調査に係る手数料（１件につき） 20,000 円 

４ 公表センター及び調査機関について 

○指定情報公表センター：公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 

○指定調査機関    ：選定中 

５ 今後のスケジュールについて

 平成３０年７月下旬 計画通知書・納付書等送付（市→事業所） 

 平成３０年８月   介護サービス情報の報告（事業所→市） 

 平成３０年９月～  調査実施（市→事業所）、介護サービス情報の公表（市） 

介護サービス情報公表制度について 
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平成３０年6月２5日 ２６日
川崎市健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課

（集団指導講習会資料）

1
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『かわさき健幸福寿プロジェクト』のご紹介

かわさき健幸福寿プロジェクト
高齢者 自立支援 向  質 高   を
評価  仕組  構築 目指  平成２６年度  開始
されたプロジェクトです。

何を評価
 要介護度  ＡＤＬ 等の改善・維持を
評価対象とします。（評価指標）

具体的には何を
●各介護    事業所 皆様     御利用者様 要介護状態 改善 維持 向  取 組         
「こんな生活を送りたい・・・」等々目標を持っていただくのが第１歩です。
●御利用者様 支  全ての介護サービス事業所が、チームとなって参加してください。
●プロジェクトに参加したからといって、何か特殊なケアを実施したりする必要はありません。各介護サービス事業所様
 普段         提供 行
●川崎市   各介護    事業所    評価  各       （表彰 報奨金 認証    事例集  
掲載 市民  広報周知等）     質 高     事業所 活動           
●各事業所でプロジェクトに参加していることを頭の片隅に置いていただければ幸いです。

2
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3

『かわさき健幸福寿プロジェクト』の特徴

『チームケア』による介護サービスの成果を評価 
居宅介護支援事業所（       ） 中心    他（多）職種の連携による
相乗効果    質 高      提供 行    成果    評価 行

特別養護老人                同様  配置   様々 職種 
職員間連携によるチームケアを評価しています。

要介護度
改善・維持
↓

評価（インセンティブ）

居宅介護支援
(ケアマネ） 訪問看護

通所リハ デイサービス連 携
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4

第２期プロジェクト実施状況

（１）継続参加利用者数   ５６名／２１４名（２６．２％）

◆第２期プロジェクトへの参加
事業所 ３３６事業所（第1期と比べ＋９０事業所）
参加者 ５１６名（＋３０２名）

（参加者 属性 性別別）
男性 １３０名 女性 ３８６名

（参加者 属性 要介護度別）
要介護度１ ９２名
要介護度２ ９７名
要介護度３ １１１名
要介護度４ １２９名
要介護度５ ８７名

（２）継続事業所数・・・１３２／２４６事業所（５３．７％）

◆第1期からの参加継続数

（名）

1 3 2 4 17 33
53

113
131
110

41 8
0
20
40
60
80
100
120
140

参加利用者 年齢分布

参加された方の
年齢分布

（名）

（歳）
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5

認証シール・ポスターの御紹介

金色の認証シール
参加取組の上、顕著な成果を

上げたことを認証

「取組中」ポスター
御参加いただいた全ての事業所に

お送りしています。

カラーは
金 銀 銅 
3種類 

「かわさき健幸福寿プロジェクト」に積極的に参加され
た介護サービス事業所に対して、川崎市がインセン
ティブの一つとして進呈しています。
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事業スケジュール（第３期）

かわさき健幸福寿
プロジェクト

２０１８年 ２０１９年
4月 6月 7月 9月 １０月 １２月 １月 ３月 4月 6月 7月 9月

事業期間

参加受付

結果調査（アンケート）

結果集計・評価

事例発表会
説明会等

表彰式について
第3期      終了後 8月 9月頃 皆様 取組 発表    成果 讃     川崎市長   表彰式 開催 
る予定です。

6

表彰式

事例発表会・説明会等
本日開催    事業説明会          参加事業所 皆様 有意義  講演会 研修会等 企画 行  御
案内する予定です。
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評価方法・インセンティブ付与

①成果指標
要介護度

２０１８（平成３０）年７月１日時点 比   期間終了時点 改善した場合
  他 改善 至     場合     同一 要介護度 一定期間を超えて維持した場合

ＡＤＬ等（変化 測    認定調査票    能力評価 調査１８項目 指標   用  ）
２０１８（平成３０）年７月１日時点 比   期間終了時点で改善した場合
（ＡＤＬ改善の評価は、直近の要介護認定時に、本市の認定調査を受けている方に限ります。）

②インセンティブ付与（予定）
◆ 報奨金 ５万円程度 （ 要介護度 改善 又は 「ＡＤＬ等の一定以上の改善」 があった場合）

◆ 市 主催          市長表彰
◆ 成果を上げたことを示す認証シールの交付（事業所向け）
◆        参加 証（   ）    交付（御利用者向 ）
◆ 市の公式ウェブサイト等への掲載
◆ 事例検討会等    公表 事例集  掲載

（※）報奨金等      市議会    ２０１９年度予算議案 議決 要    7
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参加資格

①対象者の要件
       趣旨 踏   要介護度等 改善に向けた意欲のある方
２０１８（平成３０）年７月１日時点 要介護１ ５ 認定 受    方
川崎市の介護保険証をお持ちの方（川崎市の被保険者）
その他、次のいずれにも該当しない方

× 直近 要介護認定時 比較         参加申請時点 心身状況 著  改善 見 方
× 給付制限等の対象となっている方

②参加資格（事業所）

単独申込が可能な事業所
介護老人福祉施設（地域密着型 含  ） 介護老人保健施設 介護療養型医療施設
特定施設入居者生活介護事業所、認知症高齢者グループホーム
（看護）小規模多機能型居宅介護事業所（他     給付管理 行 場合  居宅介護支援事業所 

同様の手続きを取ってください。）

市内に所在する全ての介護保険指定事業所が対象となります。複数の介護サービス事業所がケアに
関わっている場合、居宅介護支援事業所 代表（申請者）となってチームとしての参加申請をし
ていただきます。 なお、以下の事業所は単独での申し込みが可能です。

8
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申込方法

①必要書類
     健幸福寿       要介護度等改善 維持評価事業  参加及 個人情報
の提供に関する同意書（様式１）
     健幸福寿       要介護度等改善 維持評価事業参加申請書（様式２）

同意書及 申請書 川崎市                   

②提出方法・提出先

下記まで郵送で提出してください。
〒２１０－８５７７
川崎市川崎区宮本町１番地
川崎市健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課 介護基盤係

③提出期日
原則 ２０１８（平成３０）年７月３１日  
ただし、同意書の取得等に時間を要する場合には御相談ください。 9

詳しくは 検 索かわさき健幸福寿プロジェクト
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若年性認知症について 

１ 川崎市の若年性認知症の統計について（推計） 

 厚生労働省の発表した調査結果（平成２１年度）によると、若年性認知症の有

病率は１０万人に４７．６人であり、全国での若年性認知症の方が約３７，８０

０人、川崎市では約「４００人」と推測されています。 

２ 国における若年性認知症施策について 

「新オレンジプラン（平成２７年１月２７日）」 

○厚生労働省では、団塊の世代が75 歳以上となる2025（平成37）年を見据

え、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境

で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、新たに「認

知症施策推進総合戦略～認知症高齢等にやさしい地域づくりに向けて～」

（新オレンジプラン）を関係府省庁と共同で策定しました。（平成27年1月

27 日） 
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○若年性認知症施策の強化

・若年性認知症の人やその家族に支援のハンドブックを配布 
・都道府県の相談窓口に支援関係者のネットワークの調整役を配置 

・若年性認知症の人の居場所づくり、就労・社会参加等を支援 

（参照：厚生労働省 新オレンジプラン概要）

３ 川崎市における若年性認知症施策について

第７期川崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

～かわさきいきいき長寿プラン～（平成３０年～平成３２年）

若年性認知症者及び家族の支援

家族会や関係機関等を通じて、認知症の人やその家族の生活実態やニー

ズの把握に努めるとともに、本市で発行する若年性認知症ガイドブックの

活用を推進し、早期に必要な支援・サービスにつなげます。

また、神奈川県が設置する若年性認知症コーディネーターと連携するこ

とにより、広域的な情報の提供や受け皿の確保、産業医との連携による就

労支援などを推進するほか、若年性認知症の人が社会参加し、理解し合え

る地域の仕組みづくりに取り組みます。

 ○川崎市若年性認知症ガイドブックの作成

  高齢者福祉制度と障害者福祉制度の狭間に置かれている若年性認知症につ

いて、相談窓口や利用できるサービス・制度をまとめたガイドブックを、平

成２９年３月に作成しました。

４ 若年性認知症の特徴

 ○高齢者の認知症との違い

  １ 男性に多い。

２ 発症年齢が現役世代である。

  ３ 体力がある。

  ４ 今までと違う変化に気が付くが、受診が遅れる。

  ５ 経済的な問題が多い。
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○家族の負担

  １ 主介護者が配偶者に集中する。

  ２ 複数介護となる可能性がある

  ３ 介護者が高齢者の親である。

  ４ 家庭内での課題が多い。

５ 国・県による相談機関

○若年性認知症コールセンター（国）

国が設置している、若年性認知症に関するご相談をお受けするコールセン

ターです。若年性認知症に関する様々な情報も発信しています。

[電話番号] 0800-100-2707（フリーダイヤル）
[受付時間] 月～土曜日 10時～15時（祝日・年末年始除く）

○若年性コーディネーター（県）

 若年性認知症の人や家族等の相談、支援に携わるネットワークの調整を行

う「若年性コーディネーター」を県内に３か所設置しております。

 川崎市担当は「国立病院機構久里浜医療センター」に設置されています。

配置場所 相談日及び受付時間 相談窓口電話番号

国立病院機構

久里浜医療センター

（横須賀市野比 5－3－1）

月～金曜日

8時 30分～17時 15分（祝
日、年末年始を除く。）

046－848－1550 

６ 川崎市内での相談機関

○各区役所高齢・障害課

 生活・福祉や介護保険制度などに関する行政の窓口です。

 ・介護保険サービス等について

高齢者支援担当、介護認定担当、介護給付担当

・障害福祉サービスについて

障害者支援担当 

○地域包括支援センター

介護保険制度や成年後見制度、高齢者虐待、消費者被害の防止など、高齢

者（若年性認知症の方を含む）の福祉・医療・介護全般に関する相談をする

ことができます。市内に 49か所ありそれぞれ担当地域が決まっています。
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○障害者相談支援センター

障害福祉サービスや働くこと、障害年金、成年後見制度、障害者虐待な

ど、障害のある方（若年性認知症の方を含む）の福祉・就労・医療・介護全

般に関する相談をすることができます。市内に 28か所あります。

○認知症コールセンター「サポートほっと」

認知症の方の介護経験を持つ相談員が、認知症や介護に関するご相談をお

受けするコールセンターです。介護に悩んだり、困ったり、疲れてほっとし

たいときなど、気軽にお話ができます。また、面接相談や医師による専門相

談もあります。

[電話番号] 0570-0-40104 
[受付時間] 
・ 月・火・木・金・日曜日 10～16時
（第 2・4木曜日は 20時まで、日曜日は第 1・第 3のみ。祝日・年末年
始除く）

・専門医相談は第 4木曜日（予約制）
[住所] 多摩区登戸 1803たけやビル 2階

○認知症疾患医療センター

認知症に関する専門医療相談、鑑別診断とそれに基づく初期対応、身体合併

症や精神症状の重い方への対応、研修会の開催などを行う医療機関です。

センター名称 電話・受付時間・所在地 

聖マリアンナ医科大学病院 

認知症（老年精神疾患）治療研究

センター 

044-977-6467

[受付時間] 月 金曜日 8時 30分 17 時 

（祝日・年末年始除く） 

[住所] 宮前区菅生 2-16-1 

日本医科大学武蔵小杉病院 

街ぐるみ認知症相談センター 

 044-733-2007 

[受付時間] 月 金曜日 9時 16 時（祝日・年

末年始除く） 

[住所] 中原区小杉町1-396 
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○精神保健福祉センター

地域の精神保健福祉活動の中核施設として、調査研究、普及啓発、相談支

援、組織育成、電話相談等を行います。また、継続的支援が必要な方への対

応や保健福祉センター等の技術指導援助なども行います。

精神保健福祉センター  044-200-3195,3196 
[FAX] 044-200-3974 
[住所] 川崎区東田町 8パレールビル 12階

分
室

南部地域支援室 044-200-0834 
[FAX] 044-200-3974 
[住所] 川崎区東田町 8パレールビル 12階

井田障害者センター  044-750-0686 
[FAX] 044-750-0671 
[住所] 中原区井田 3-16-1

百合丘障害者センター  044-281-6621 
[FAX] 044-966-0282 
[住所] 麻生区百合丘 2-8-2

７ 若年性認知症の方の声

 「人や社会の役に立ちたい」

 「できることをしたい」

 「居場所がほしい」

 若年性認知症と診断され、様々な不安な状態になる可能性もありますが、本人

が現在「できること」、また本人が「やりたいこと」を見つけること。そして、

それを周りがサポートできる環境を整えることで、本人の「生きがい」を見つけ

る方もいます。

８ 川崎市内の集い

川崎市内には、若年性認知症本人及びその家族を対象とした「家族会」があ

ります。家族会では、本人や家族の交流の場として、本人や家族の体験談や、

介護に関わる相談等を共有することができます。

○若年認知症グループどんどん

川崎市内で活動する若年性認知症のご本人とご家族のグループで、毎月 1
回レクリエーションや家族懇談、自主製品制作・販売、認知症カフェなどを

行っています。
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○川崎市認知症ネットワーク

川崎市内の各地に家族会があり、「川崎市認知症ネットワーク」という緩 

やかなネットワークを作っています（若年認知症グループどんどんもネット

ワークの一員です）。お近くの家族会を知りたい場合は、認知症コールセンタ

ー上記の「サポートほっと」までお問い合わせください。

○ぐるーぷ麦

川崎市内唯一の若年性認知症専門デイサービスや家族交流会などを行って

います。

 ○若年認知症家族会・彩星の会

若年性認知症のご本人とそのご家族を支援しています。

○認知症の人と家族の会神奈川県支部

認知症のご本人とご家族による全国組織です。神奈川県支部の事務所は川

崎市内にあります。

[電話番号] 044-522-6801 
[受付時間] 月・水・金曜日 10～16時（年末年始除く）
[住所] 幸区南幸町 1-31 グレース川崎 203号

情報提供

上記の相談機関及び家族会の詳細、また御利用できるサービスや制度につい

ての情報は、川崎市のホームページで「若年性認知症ガイドブック」と検索する

と、閲覧することができます。

 また、「川崎市認知症アクションガイドブック」には、若年性を含めた認知症

の方が、よりよく前向きに生活していくための様々な「アクション」を収録して

おります。こちらもホームページで閲覧できますので、併せてお読みください。

 その他川崎市ホームページには、認知症に関わる情報を発信しております。 

・川崎市ホームページ：http://webkawasaki.city.kawasaki.jp 

-323-



生活保護法における介護扶助について 

１ 生活保護とは 

 生活保護は、生活に困っている世帯の生活を、法律に基づいて保障し、その自立を助長するこ

とにより、一日も早く自分の力で生活できるように手助けをする制度です。生活保護法は、他に

利用できるもの（能力、資産、扶養義務者からの援助、他の法律等による給付など）がある場合

は優先的に活用することが原則となっています。 

 生活保護には、生活保護を受給している人（以下「被保護者」という。）に毎月支払われるも

の（生活扶助等）や、各機関に直接支払われるもの（医療扶助等）などいくつかの種類があり、

必要に応じて支給されます。「介護扶助」は各機関に直接支払われるものの一つです。 

２ 被保護者における介護扶助の実施について 

〈６５歳以上の被保護者〉 

 介護保険の第１号被保険者として、介護保険サービス利用時の利用者負担分（１割）が、介護

扶助費として国保連を通じて給付されます。 

〈４０歳以上６５歳未満の被保護者で、医療保険に加入している者〉 

 特定１６疾病により介護が必要と認定された場合は、介護保険の第２号被保険者として、介護

保険サービス利用時の利用者負担分（１割）が、介護扶助として国保連を通じて給付されます。 

〈４０歳以上６５歳未満の被保護者で、医療保険未加入の者〉 

 介護保険の被保険者にはなれませんが、特定１６疾病により介護が必要と認定された者（以下

「生保１０割者」という。）については、介護保険と同内容の介護サービスを生活保護法により

受給でき、介護サービスに係る費用全額（１０割）が、介護扶助として国保連を通じて給付され

ます。（サービス計画作成等のケアマネジメント費用も同様）なお、生保１０割者については、

介護保険の適用がなく全額生活保護で給付されることから、他の法律等による給付がある場合は

優先して受ける必要があり、障害者総合支援法に基づく自立支援給付はこれにあたります。 

介護保険給付と介護扶助の適用 

介護保険サービスの区分支給限度基準額
保険給付 利用者負担

（９割） （1割）

被保護者でない
介護保険被保険者

介護保険給付 自己負担

被保護者の
介護保険被保険者

介護
扶助

（第１号・第２号） (１割)

生保１０割者
介護扶助（１０割）

※サービス計画作成等のケアマネジメント費用を含む
自己負担

超過分／
別途利用
者負担分

自己負担介護保険給付

※別途利用者負担分…特別なサービスの利用料やデイサービスの食事代、おやつ代など
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平成２８年４月から介護予防・日常生活支援総合事業実施に伴う総合事業サービスが開始されて

います。（川崎市では、「訪問型サービス」及び「通所型サービス」の利用のみ） 

※ 介護保険の要介護・要支援以外に総合事業サービスのみを利用する新たな対象者区分『事業対

象者』が新設されます。『事業対象者』は、対象者の住所管轄の地域包括支援センターで基本チ

ェックリストの実施を受け、該当した方が対象者です。 

※ ６５歳以上の被保護者の『事業対象者』サービス利用分については、第１号被保険者と同様、

総合事業サービスの区分支給限度額基準（参考：支給限度額５，００３単位 平成３０年４月現在）

までは、サービス利用時の利用負担分（１割）が、介護扶助として国保連を通じて支給されます。

限度額以上の給付分は介護扶助の対象外となります。いずれも第１号被保険者と同様の扱いです。 

※ ６５歳未満の被保護者は、従来どおり第２号被保険者及び生保１０割者と同様の請求となりま

す。計画作成等の介護予防ケアマネジメント費用については、「介護予防支援」の発券を受ける

必要があります。事前に福祉事務所への連絡をお願いいたします。 

※ 介護券について⇒ 

・『事業対象者』は介護券では、「要介護状態等区分」のところに「基本チェックリスト」と表示

されます。 

・『事業対象者』は、認定の有効期間の開始のみ存在し、終期はありません。従って更新手続き

は不要です。 

３ 福祉事務所における介護扶助の決定について

ア 新たにサービスを利用する場合は、事前に福祉事務所への申請が必要ですので御注意くださ

い。御不明な点などは福祉事務所にお尋ねください。 

 イ サービス利用票及び別票は、介護券の発行に必要な書類ですので、毎月福祉事務所に提出を

お願いします。 

 ウ ケアプランに（介護予防）居宅療養管理指導について記載いただきますと介護券の発券がス

ムーズに行えますので、可能な範囲で御協力をお願いします。 

エ 介護保険の支給限度額を超えるサービスや介護保険給付の対象外のサービスについては、介

護扶助による給付は認められません。 

４ 介護券について 

 被保護者については、その人の生活保護を実施している福祉事務所から毎月介護券が送付され

ますので、介護券に基づいて国保連に介護扶助費の請求を行ってください。複数の対象者が記載

されている券（集合券：毎月２１日頃に発送）と対象者別の券（個別券：随時発送）があります。 

 なお、被保護者であっても、年金等の収入がある方については自己負担が生じる場合がありま

す。自己負担額については、介護券の「本人支払額」の欄にて御確認いただくと共に、介護報酬

の請求に際しては「公費分本人負担」の欄にその金額を記入のうえ、国保連あて請求ください。 

５ 生活保護法における指定介護機関の指定等 

 介護扶助の実施にあたっては、生活保護法の指定を受けた介護機関にこれを委託することとさ

れているため、被保護者に対して介護サービスを提供する場合は、生活保護法における指定を受
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ける必要があります。 

 平成２６年７月１日に生活保護法の一部を改正する法律（平成２５年法律第 104号、以下「新

法」という。）が施行されました。介護機関が介護保険法の指定又は開設許可を受けた日付によ

り、生活保護法の指定介護機関の指定及び廃止の手続きが異なりますので御留意ください。 

 なお、生活保護法による介護機関の指定は更新制ではありません（６年毎の更新手続きは不要

です）。 

平成２６年７月１日以降に介護保険法の指定又は開設許可があった介護機関 

ア 介護保険法の指定又は許可があったとき、その介護機関は生活保護法の指定を受けたもの

とみなされます。ただし、該当介護機関（地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施

設を除く。）が、あらかじめ、生活保護法の指定を受けない旨を記載した「申出書」を提出

した場合はこの限りではありません。生活保護法による指定を不要とするための手続きは、

別途、案内しています。 

イ 生活保護法のみなし指定を受けた介護機関が、介護保険法の規定による事業の廃止があっ

たとき、指定の取消しがあったとき、又は指定の効力が失われたときは、その効力を失うこ

ととなります。 

ウ みなし指定された場合、指定の開始及び廃止については介護保険法による指定と連動しま

すが、それ以外の事項に関する届出（変更等）は必要です。 

平成２６年６月３０日以前に介護保険法の指定又は開設許可があった介護機関

 ア 法改正後のみなし指定を受けたものでないため、上記のイの規定は適用されません。この

ため、届出事項に変更等があった場合の他、廃止等の届出も必要です。 

  イ 現在、介護保険法で指定されているものの、生活保護法での指定を受けていない場合は、 

介護保険法によるみなし指定の対象とはなりませんので、生活保護法の指定の手続きが必要

です。 

(1) 生活保護法介護機関指定申請書及び誓約書 

 平成２６年６月３０日までに介護保険法の指定を受けていて、新法施行日以降に生活保

護法における指定を受ける事業について提出をお願いします。後述の欠格要件に該当して

いない旨が記載された誓約書の提出を併せてお願いします。 

 生活保護法の指定年月日は、介護保険法上の指定を受けた日より前に遡ることはできま

せん。 

(2) 生活保護法指定介護機関廃止届書 

 平成２６年６月３０日までに生活保護法の指定を受けた事業を廃止する場合は届け出を

お願いします。 

 廃止年月日は、介護保険法上の廃止年月日と同日としてください。 

(3) 生活保護法指定介護機関変更・休止・再開届書 

 介護保険法の指定時期に関わらず、生活保護法の指定を受けている場合であって、事業

所、主たる事務所、管理者等の内容が変更となった場合や休止や再開があった場合は、届

出をおねがいします。 

※ 上記申請書等の質問及び提出窓口は、事業所所在地（事業所の所在地が変更となった場合で、

区をまたいで所在地が変更となったときは、新たな事業所所在地）を管轄する福祉事務所の

調整・指導担当です。 

※ 各申請書については福祉事務所で受け取ることができるほか、川崎市のホームページ（トッ
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プページ→くらし・手続き→福祉・介護→生活保護→生活保護法等指定介護機関の申請・届

出について）からダウンロードできます。 

指定介護機関の指定要件及び指定取消要件の明確化 

指定の要件 

  新法第５４条の２第４項で読み替えて準用する第４９条の２第２項の第１号を除く各号（欠

格事由）のいずれかに該当するときは、市長は指定介護機関の指定をしません。また、同条第

３項各号（指定除外要件）のいずれかに該当するときは、市長は指定介護機関の指定をしない

ことができます。 

 （欠格事由の例） 

 ・申請者又は管理者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなるまでの者であるとき。 

 ・申請者又は管理者が、指定介護機関の指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年

を経過しない者であるとき。 

 ・申請者又は管理者が、指定の取消し処分に係る通知があった日から当該処分をする日までの

間に指定の辞退の申出をした者で、当該申出の日から起算して５年を経過しない者であるとき。 

 （指定除外要件の例） 

 ・被保護者の介護について、その内容の適切さを欠くおそれがあるとして重ねて指導を受けた

ものであるとき。 

指定の取消要件 

 ・指定介護機関の申請者又は管理者が、禁錮以上の刑に処せられたとき。 

 ・指定介護機関の介護報酬の請求に関し不正があったとき。 

 ・指定介護機関が、不正の手段により指定介護機関の指定を受けたとき。 

〔福祉事務所電話番号一覧〕 

川崎福祉事務所 

〒210-8570 川崎区東田町 8 

℡０４４－２０１－３２２５ 

大師福祉事務所 

〒210-0812 川崎区東門前 2-1-1 

℡０４４－２７１－０２０６ 

田島福祉事務所 

〒210-0852 川崎区鋼管通 2-3-7 

℡０４４－３２２－１９９８ 

幸福祉事務所 

〒212-8570幸区戸手本町1-11-1 

℡０４４－５５６－６６５１ 

中原福祉事務所 

〒211-8570 中原区小杉町 3-245 

℡０４４－７４４－３２９８ 

高津福祉事務所 

〒213-8570 高津区下作延 2-8-1 

℡０４４－８６１－３２６２ 

宮前福祉事務所 

〒216-8570宮前区宮前平2-20-5 

℡０４４－８５６－３１６７ 

多摩福祉事務所 

〒214-8570 多摩区登戸 1775-1 

℡０４４－９３５－３２５９ 

麻生福祉事務所 

〒215-8570 麻生区万福寺 1-5-1 

℡０４４－９６５－５２３３ 
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第５８号様式の２　

（宛先）

住所

申請者

氏名 印

（法人にあっては､主たる事務所の所在地、名称及び代表者の職名、氏名）

入居金・賃料

それ以外の日常生活費

総

合

事

業

訪問型サービス（第１号訪問事業）

通所型サービス（第１号通所事業）

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

介護老人保健施設

介護医療院（介護療養型医療施設）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

（〒　　　　-　　　　　　）

生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 指 定 申 請 書

フ リ ガ ナ

名 称

所 在 地
（〒　　　　-　　　　　　）

医療機関 コー ド等 介 護 保 険 事 業 所 番 号

施設又は実施する事業の種類

（〒　　　　-　　　　　　）

連 絡 先 電 話 番 号 ＦＡＸ番号

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

居宅療養管理指導

通所介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

年　　　　月　　　　日生

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

特定福祉用具販売

地

域

密

着

型

介

護

給

付

居

宅

訪問介護

訪問入浴介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

小規模多機能型居宅介護

施
設

介護老人福祉施設

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売

居宅介護支援

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防居宅療養管理指導

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防訪問入浴介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防支援

地

域

密

着

型

介

護

予

防

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

開 設 者 住 所

氏 名 ・ 生 年 月 日

管 理 者 住 所

氏 名 ・ 生 年 月 日

年　　　　月　　　　日生

　生活保護法第５４条の２第４項又は第５項において準用する同法第４９条の２第１項の規定により、次のとおり指定を申請します。

年 月 日

川 崎 市 長

※中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に関する法律第１４条第４項の規定による介護支援給付の指定介護機関の指定申請も

併せて行います。

サービス費用基準額以外に必要な利用料の額

申請

事業

生活保護受給者への

サービス提供開始

（予定）年月日

生活保護法による

既指定年月日

介護保険法の指定

（許可）年月日

この欄には開設者の住所・氏名を記載し
押印してください。法人の場合は、法人
の主たる事務所所在地、名称及び代表
者の職名、氏名を記載し、代表者印を押
印してください。

介護保険法の指定を受けた正式な名称で記載してください。 

指定申請書の提出 

・平成２６年６月３０日までに介護保険法によ
る指定を受けていない場合（また、既に生
活保護の指定を受けているが、新たに別
のサービスの指定を受ける場合） 

・平成２６年７月１日以降に生活保護法によ
る指定を不要とする申し出をしたが、その
後生活保護の指定を受けようとする場合 
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第５９号様式の２

（宛先）
住所

申請者

氏名 印

（法人にあっては､主たる事務所の所在地、名称及び代表者の職名、氏名）

　次のとおり変更しましたので届け出ます。

生 活 保 護 法 指 定 介 護 機 関 変 更 届 書

年 月 日
川 崎 市 長

フ リ ガ ナ

名 称

所 在 地
（〒　　　　-　　　　　　）

連 絡 先 電話番号 ＦＡＸ番号

医療機関コード等 介護保険事業所番号

変

更

事

項

項　目
（　事業所　・　主たる事務所　）の（　名称　・　所在地　）の変更
（　開設者　・　　 管理者　　 ）の（　住所　・　 氏名 　）の変更

旧

新

施設又は実施する事業の種類
届出に

係る事業
等

変更年月日
生活保護法による
既指定年月日

介護保険法の
変更年月日

介

護

給

付

居

宅

介

護

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

地

域

密

着

型

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護
施
設

介
護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

居宅介護支援

予

防

給

付

介

護

予

防

介護予防訪問介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売
地

域

密

着

型

介

護

予

防

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防支援

総

合

事

業

訪問型サービス（第１号訪問事業）

※中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項の規定による介護支援給付の指定介護機関の変更
も併せて届け出ます。

通所型サービス（第１号通所事業）

変更申請書の提出 

以下の事項の変更があった場合 
・介護機関の名称、所在地、住居表示 
・開設者の氏名、生年月日、住所（開設者が 
法人の場合は法人名、住所、代表者、職名） 
・管理者の氏名、生年月日、住所 

変
更
が
あ
っ
た
事
項
の
み
記
載
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